
署 長 が 語 る

下越森林管理署長 伊藤武徳

１ はじめに

当署は、新潟県の北東部に位置する新発田市、五泉市、阿賀野市、胎内市、阿賀

町にある国有林約８万㏊及び新潟市の西方約４５㎞の日本海上に位置するわが国最

大の離島である佐渡島（佐渡市１市）にある国有林約２千㏊を管理しており、下越

森林計画区及び佐渡森林計画区に属しています。

下越森林計画区の国有林

は、日本海型気候区に属し

、ており寒冷で降水量が多く

山間部は豪雪地帯となりま

す。スギを中心とした人工

林では、間伐や主伐・再造

林を計画的に実施して県内

の市場や製材工場などに供

給しています。管理面積の

９割は天然林となっており

原生的な森林生態系の保全
下越森林管理署の管内図（黄緑色が国有林）

などに努めています。

また、佐渡森林計画区の国有林については、トキの保護増殖を図るために昭和３

７年から４５年にかけて国が買い入れたものであり、トキの営巣木を確保するため

アカマツなどの保護を行っ

ています。

管内には、２，０００ｍ

級の飯豊連峰や櫛形山脈、

、五頭山などの山々が連なり

ブナ、ミズナラ等の原生的

な天然生林等の優れた景観

を登山や自然観察等で楽し

んでいただく自然休養林や

。２つのスキー場があります

胎内ス ツ林ポー



２ 今年度の主な取り組み

① 木造施設視察会の開催

昨年１０月 「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が改正、

され 「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促、

進に関する法律」として施行されました。木材利用促進の対象が公共建築物から

建築物一般に拡大された

ところであり、２０５０

年のカーボンニュートラ

ル実現に向けて市町村が

実施する各種事業の建築

物についても、より一層

の木材利用促進が求めら

れている状況となってい

ます。

このような中、昨年

１１月１５日に開催した
越後杉流通活性化センター（多目的ホール）

新潟地区国有林野等所在

市町村有志協議会総会後の意見交換の場において、会長の南魚沼市長から木造建

築物の視察会を企画してほしい旨の要請がありました。令和４年度の開催に向け

て、南魚沼市長を訪問し日程や視察する建築物などの詳細な調整を進め、令和４

年７月１１日（月 、新潟地区国有林野等所在市町村協議会による「大規模木造）

建築物」の視察会を開催しました。

開催当日は、平成２４年に竣工した新潟県森林組合連合会（越後杉流通活性化

センター （木造一部２階）

建、延床面積８１０㎡、

木材使用量３８６㎡（う

ち県産材３７９㎡ 、平））

成２８年に竣工した五泉

市役所村松支所（木造２

階建、延床面積１ ９８４,

㎡、木材使用量６６３㎡

（うち県産材３９９㎡ ））

及び令和３年竣工のラポ

ルテ五泉（木造一部ＲＣ
五泉市役所村松支所（外観）

造、延床面積３ ７４４㎡）,



。の３施設を視察しました

視察会にあたって、新潟

県森林組合連合会及び五

泉市の担当者から施設の

概要を説明いただきまし

た。

、参加市町の担当者から

総工費、資材の確保、集

成材の使用量及び木造建

築物に決めた理由など質

問があり、活発な意見交

五泉市役所村松支所（エントランスホール）換の場となるなど、木造

建築物のすばらしさを知

っていただく良い機会で

した。今後の公共建築物

における木材利用の促進

に向けた効果的な取組と

なりました。

また、今回の視察会の

機会を利用し、林野庁ホ

ムページに掲載されてい

る「民間建築物等におけ

る木材利用促進に向けた
ラポルテ五泉（ロビー空間）

協議会（ウッド・チェン

ジ協議会 」の取組状況、）

「建築物木材利用促進協

（ ）」定の締結事例集 林野庁

及び「非住宅建築物の木

造化・木質化に活用可能

な補助事業・制度等一覧

（ ）」令和４年度事業・制度

について、情報提供を図

ることができました。

ラポルテ五泉（多目的ホール）



② 多様な活動の森における森林保全活動に関する協定の締結

五泉市と旧三川村の境に位置する菅名（すがな）岳（標高９０９ｍ）の貴重な

ブナ林については、昭和６１年に伐採計画が示された際、地元の活発な保護活動

があり、前橋営林局と五泉市の間で森林保護に向けた協議が進められたところで

す。

そのような中、地球環

境や自然保護の大切さが

深刻なテーマとして国民

に多く取り上げられるよ

うになったことに伴い、

優れた景観を呈し、多様

な動植物が生息する原生

的な天然林の保護を求め

る声が一層高まってきま

菅名岳（林内の景観）した。貴重な自然環境と

しての天然林等の保護を適切に図るため、保護林制度「郷土の森」を活用し、当

時では県内初めてのケースとして、平成５年に前橋営林局と五泉市で「菅名岳郷

土の森保存協定書 （以下 「協定書」という ）を締結しました。その後、保護」 、 。

林制度が改定され 「郷土の森」が廃止されましたが、協定期間満了までは協定、

内容を継続していくこととしていたところです。

来年、この協定書が期

間満了となることから、

今後の取り扱いについ

て、五泉市と検討を進め

たところ、これまでの保

全活動を継続させていき

たいとのご要望でした。

これまでと同様の活動が

可能な制度である「多様

な活動の森」として進め
協定締結式

ることとし、手続きの透

明性を高めるため協定相手方を公募したところ、五泉市のみの応募であったこと

から再び協定締結に至ったところです。

今後は、五泉市が登山道や登山道周辺の林内での草刈り、つる切り等の美化活

動、地域の小中学生を対象とした自然教室等を実施することとしています。五泉



市と当署は、本協定に基づく「多様な活動の森」における森林保全活動を円滑に

実施するよう連携していくこととしています。

３ おわりに

日本の森林は、戦後植えられ整備された人工林が利用期を迎えています。

この人工林を積極的に利用し林業の成長産業化を進めていく取組が行われている中

、 、 、 、で 国有林では 公益重視の管理経営を一層推進するとともに 民有林との連携など

様々な政策手段を用いて地域の森林・林業・木材産業の活性化に貢献することが求め

られております。

当署としても、森林・林業・木材産業の発展に少しでも貢献できるよう、森林施業

の低コスト化やシカ被害等に係る効果的な対策について、それらに関する現地検討会

等の開催を通じ、新たな技術の民有林への普及啓発に取り組んでいくことが必要であ

ると考えています。

今後においても、引き続き地域の要請に応じた様々な課題に取り組みつつ、国有林

の適切な維持・管理を図ってまいります。


